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2B14 ベンチャ一企業の 特許活動 

0 明石芳彦 ( 大阪市立大経済研 ) 

1 . ベンチャ一企業と 発明・研究開発活動 一 従来研究との 関連 

1) 発明を生み出す 主体 : 個人発明家や 大学等研究室か、 大規模研究組織をもっ 民間企 
業か ( ジョークス ら [1969]) 。 「シュンペーター 仮説」 : 研究開発関連活動 ( 投入面と産出 

面 ) は企業規模が 拡大する割合以上に 活発となる。 フリーマⅡ 1982]: 産業発展の初期段 

階と量産段階。 

2) ベンチャ一企業は 特許制度を活用してきたか。 クレーム範囲の 狭い法的権 利が強く 

ない特許制度をべンチヤ 一企業など小規模企業はさほど 活用しなかったとも 考えられる。 

一 ベンチャ一企業の 技術開発と特許行動・ 特許戦略 : 未だ十分な分析はない。 

2. ベンチャ一企業と 上場企業の研究開発活動・ 特許活動 

1981 、 1982 年の実態 : 『日経会社情報 - ベンチャー ピ ジネス情報』 1984 年、 

上場企業データーア 日経会社情報 コ 82-IV 号 、 ともに製造業全体。 

ベンチヤ一企業 v. 上場企業 

売上高は上場企業の 売上高の 2.1% 、 研究費は上場企業の 研究費の 1.70K//0 、 

研究費 / 売上高比率は 上場企業の研究費Ⅰ売上高比率の 4 倍、 

研究員数 / 従業員数と ヒ 率は上場企業の 研究員数 / 従業員数比率の 2.3 倍、 

ベンチヤ一企業の 研究活動は「効率的」 か 。 -- ノ 業績指標から 点検する必要があ る。 

相関係数分析 ベンチヤ一企業 上場企業 

1) 研究費Ⅰ売上高比率と 売上高     無相関 正 

研究員数 / 従業員数比率と 売上高     賃 正 

研究費Ⅰ研究員と 売上高     正 正 

社歴と売上高 正 正 

2) 利益率と社歴 正 負 

利益率と研究費 / 売上高比率 負 正 

利益率と研究活動関連規模指標 正 

3) 研究費 対 売上高比率と 保有特許件数 無相関 正 

研究員 / 従業員数と特許件数Ⅰ売上高 正 正 

上 2 つ 研究集約 度 と社歴 負 

く 特許保有件数と 経常利益や売上高との 回帰分析 ノ 

特許保有件数は 経常利益や売上高と 正比例。 特許保有件数と 経常利益 / 売上高比率も 正 

比例関係。 ベンチャ一企業に 限り、 特許保有件数と 従業員一人当たり 売上高が正比例。 

「シュンペーター 仮説」に関連した 結果 : 大企業ほど逓増的 R&m 活動を行うという 点 

は支持されない。 ベンチャ一企業との 統合ケースでのみ、 2 次関数の U 字型推定も有意と 

なる。 だが、 ベンチャ一企業だけの 方が当てはまりが 良いし、 ベンチャ一企業については、 

研究集約 度と 売上高の間 ( 両 対数 ) に負の関係。 
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3. ベンチャ一企業・ 店頭公開企業に 関する特許活動分析 

1984-1997 年の間に店頭登録した 企業 卯 3 社 - ウ 製造業企業 349 社。 

「若い」 (1975 年以降に創業した ) 企業をべンチヤ 一企業とみたかった。 36 社 

づ 95 年以降に店頭登録した 企業 (109 社 ): 店頭登録以双を「ベンチャ 一企業」とみた 

3 一 1 , 記述統計 

1984-1997 年に店頭登録した 製造業企業で、 特許庁申請人 1 m 保有企業 293 社、 

1991-1999 年における特許・ 実用新案の出願・ 保有件数データ : 図 1 

3 一 2. 出願特許・実用新案の 審査請求率と 登録率 

1988-1992 年の間に特許等出願 --> (7 年間後の ) 審査請求比率、 登録比率 ( 「ヒット率」 ) 

75 年以降に創業した 企業 特許出願・審査請求率 63% 、 出願・登録率㏄ 拷 。 

95 年以降に店頭市場登録した 企業 特許出願・審査請求率 61 % 、 出願，登録率 52 % 

製造業企業サンプル 全体 出願，審査請求率 54 % 、 出願・登録率 44% 

( 一般企業 出願・審査請求率 51 づ 2% 、 出願・登録率 29.5%) 

1995 年の以前と以降の Dpo (Init 田 Publico 比血 9) に対応する企業成果指標 : 1992 年 3 

月 -95 年 3 月期と 1996 年 3 月 -99 年 3 月期の決算期を 基準とした成長性や 収益性。 

「ヒット率」と 成長性や収益性などとの 関係 

  サンプル全体では 有意な関係が 得られなかった。 

  95 年以降に店頭市場登録した 企業に限り 

特許のヒット 率と 1P0 前 (1994 年までの 5 年間 ) における成長倍率とが 正の相関関係 

IPO 後となる 96 年の研究費Ⅰ売上高比率とが 鼻の相関関係 

実用新案のヒット 率と 1P0 後 (1995-98 年度 ) の成長性および 収益性とが正の 相関関係 

-- ノ 特許等取得行動に 熱心な企業ほど 成長性や収益性が 高い r? 

3 一 3. 特許取得行動と 企業業績指標との 関連性 

サンプル数 =293 社、 1995 年以降店頭登録した 109 社特許等取得行動に 注目。 

一定期間 (1991-94 年と 95-98 年 ) の出願総件数、 単位当たり指標 ( 売上高当たり 特許 

保有件数等 ) を利用 ヰ 特許・実用新案関連指標や 研究費付売上高比率、 経常利益付売 

上高比率などとの 関連を検討 

96 年度利益率 (= 経常利益付売上高比率 ) 

1) 75 年以降に創業した 企業 : 9.1% 、 74 年以前に創業した 企業の利益率     6.7%@6 

2) 95 年以降に店頭市場登録した 企業 :7.8 % 、 94 年以前に店頭登録した 企業 : 6.3 % 

相関係数分析 (96 年度データ中心 ) 

1) 特許保有件数と 研究費 対 売上高比率 

実用新案保有件数と 研究費 力 売上高比率 

特許等関連規模指標と IPCM 後の成長率や 利益率 

2) 特許件数Ⅰ従業員数と I PO 前 成長率 

実用新案Ⅰ従業員数と I PO 後成長率 

実用新案出願・ 登録と ヒ率と I PO 後利益率 
3) 研究費Ⅰ売上高比率と 特許件数 / 従業員数 

研究費Ⅰ売上高比率と 実用新案件数 / 従業員数 

4) 利益率と I PO 後成長率 

利益率と研究費Ⅰ売上高比率 

5) 社歴と I PO 後利益率 

「ベンチャー 

: 無相関 

正 

無相関 

無相関 

無相関 

正 

無相関 

無相関 

正 

正 

負 

  企業」 全 JASDAQ 

無相関 

正 

無相関 

正 

負 

関
 
相
 

正
正
正
正
無
 

一 355 一 



4. 分析結果の要約と 課題 

1) 上場企業 : 研究費Ⅰ売上高比率や 研究員数 / 従業員数比率と 売上高とが正の 相関関係。 
だが、 2 次関数推定式から「シュンペーター 仮説」は支持されない。 一方、 ベンチャー 企 

業 : 売上高に無関係に 研究費を支出、 小規模企業ほど 研究員を配置。 Bound はか [19 珂の 

結論と同じ。 

2) ベンチャ一企業・ 上場企業とも 研究員当たりの 研究費や社歴は 売上高と正の 相関関係。 
3) 特許保有件数は 売上高や経常利益と 正比例関係にあ るが、 特許等保有件数と 経常利益 
/ 売上高と ヒ 率などとの間にはあ まり有意な関係がないし、 反と ヒ 例の関係さえあ った。 

社歴が長いサンプルほど、 社歴は利益率と 負の相関 (") 。 
4) 従業員数当たりの 特許等保有件数が 収益率を高めているとはいえない。 ベンチャ一企 
業の R8m 活動は特許と 無関係に収益率を 高めている可能性があ る。 

5) 「ベンチヤ一企業」に 限って、 特許の「ヒット 率」と店頭公開双成長が 正の相関関係 
にあ り、 実用新案の「ヒット 率」と店頭公開後の 成長性・利益性が 正の相関関係にあ る。 
6) 「ベンチヤ一企業」においては、 特許・実用新案を 獲得する指向性が 強い企業ほど、 
経常利益や売上高などからみて 企業業績が高い。 

- 分析結果は限られたデータに 依存。 また、 (,) 企業年齢をみると、 後半部分のサンプルは 
「ベンチャー」とはいえないかもしれず、 分析結果は JASDAO 企業の特徴を 反映してい 

るともいえる。 

表 3 売上高・利益率・ 保有特許件数との 相関係数 
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創業年別企業数 

  10 20 30 40 

表 4  (a) 特許・実用新案と 利益率 : 回帰分析 
ベンチヤ一企業 :]982 年 

表 4(b) 売上高と研究活動 : 回帰分析 

  
■ 1960 一 1964   

口 1955-1959 

口 1950 一 1954 

Ⅰ 1945-1949 

"-" 臼 1902 1944 一 

50 

上場企業 :198] 年 

  
売上高 ( 対数定数 修正 R2/  対象 標本数 

R&D 費 -0.446 3.939  0.24  ベンチヤ 一 767 

/ 売上高 ( 対数 ) ( 一 Ⅰ 5.586)a  ( Ⅰ 8.755)a  242.922 

研究員数 一 0 ・ 30g 4.435  0.256  ベンチヤ 一 8 Ⅰ 3 
/ 従業員数 ( 対数 (-16.739)a@ (32.705)a@ 280.207 

表 8(c)  95 年以降店頭登録企業     

率
 
)
 
 
 
 
 
 
 
率
 
(
 
比
 

 
 
諒
願
 

 
 

丸
は
 

と
 

l
 
/
S
 
と
 
G
R
 

D
R
 

R
U
 

  

一 357 一 


